
- 1 -

渋情答申第１号

平成３０年１１月１３日

渋川市農業委員会

会長 堀 込 俊 一 様

渋川市情報公開審査会

会長 永 井 政 之

答 申 書

渋川市農業委員会長より平成３０年８月６日付けで諮問された事案につい

て下記のとおり答申します。

記

１ 審査会の結論

渋川市農業委員会長（以下「実施機関」という。）が、平成３０年６月

７日付けで情報非公開とした決定（以下「原処分」という。）については、

妥当である。

２ 審査請求の経緯

（１）審査請求人は、平成３０年６月１日付けで渋川市情報公開条例（以下

「条例」という。）第５条及び第６条に基づき実施機関に対し、以下の

内容の情報公開請求（以下「本件公開請求」という。）を行った。

『渋農委第１３１号 平成２３年１０月３日「農地の復元について」

に関する次の事項 当該文書の起案文書にある農用地区域内の所在地１

８６筆全部の地番を記載した情報』

（２）実施機関は、平成３０年６月７日付けで原処分を行い、審査請求人に

通知した。

（３）審査請求人は、平成３０年６月１１日付けで実施機関に対し、原処分
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の取消しを求めて審査請求を行った。

（４）実施機関は、平成３０年７月６日付けで審査請求人に対し、書面にて

弁明を行った。

（５）審査請求人は、平成３０年７月２２日付けで実施機関に対し、書面に

て反論を行った。

（６）実施機関は、平成３０年８月６日付けで原処分に係る審査請求につい

て、当審査会に双方が弁明又は反論する書面を添えて諮問した。

３ 審査請求人の主張の要旨

審査請求人が主張している内容は、おおむね次のとおりである。

（１）審査請求の趣旨

本件審査請求の趣旨は、条例第５条及び第６条に基づき本件公開請求

を行ったことに対し、実施機関が平成３０年６月７日付けで行った原処

分について、その決定を取り消し、本件公開請求の情報の公開を求める

ものである。

（２）審査請求の理由

ア 実施機関は、原処分の理由を条例第８条第４号に該当するとしてい

るが、同号に該当するとは論理的に考えられず、「支障が生じるおそ

れ」を具体的に想起することができない。実施機関が、同号で規定す

る「支障が生じるおそれ」を具体的に例示して説明責任を果たすべき

である。

イ 『「農地法の運用について」の制定について（平成２１年１２月１

１日経営第４５３０号・２１農振第１５９８号）』の別添「農地法の

運用について」における「農地台帳等の作成及び公表」中では、次の

ような記載（以下「公表留意事項」という。）がある。

「２ 第５２条の３の規定に基づき農業委員会が行う公表について

は、以下の事項に留意されたい。

（１）本規定に基づく公表は、公表することが適当でないものとして

（農地法施行規）則第１０４条第１項で定めるものを除き、各市

町村で定めている個人情報保護条例等の規定に係わらず、必ず行
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わなければならないものであること。」

本件公開請求の情報は、農地法施行規則（以下「則」という。）第

１０４条第１項で定めるものではない。実施機関が原処分の理由とし

て条例第８条第４号を適用するのは、他の法令等の解釈・適用におい

て疑義を抱かせる。

ウ 実施機関において、農地復元の通知に関する情報（以下「復元通知

情報」という。）は、農地法第５２条の２に規定する農地台帳に記録

する情報に含まれていないと説明しているが、それは事実と異なる。

農地台帳の作成については、同条第１項第４号の規定において、そ

の他農林水産省令で定める事項とある。さらに同号を定めた則第１０

１条第８号にその他必要な事項と規定がある。

審査請求人が実施機関において、審査請求人が関係している農地の

農地台帳の閲覧を行ったところ、復元通知情報が農地台帳の備考欄に

記載されていた。農地台帳に記載があったということは、その記録は、

則第１０１条第８号に基づく記載事項である。この備考欄の記録は、

則第１０４条に規定する「公表することが適当でない事項等」に含ま

れていないため、公表することが妥当である。

４ 実施機関の主張の要旨

実施機関が主張している内容はおおむね次のとおりである。

（１）原処分とした理由について

実施機関は、条例第８条第４号に規定されている「犯罪の予防に支障

が生じるおそれ」に該当するため、原処分が妥当であると主張する。本

件公開請求の情報については、違反転用している者が所有する農地の地

番が記載されている。農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定によ

る許可を受けずに農地を農地以外のものに使用している違反転用にあっ

ては、農地法第６４条第１号により罰則が規定されている。違反転用は

農地所有者の法令の理解不足による可能性があることから、罰則の適用

に当たっては、農地所有者に対して農地法に基づく農地の適正な管理を

促す等の十分な措置を講じる必要がある。本件公開請求に対して、対象
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となっている地番を公開することは、法務局の土地登記情報から所有者

を特定することが可能であり、罰則が適用されていないことをもって当

該農地所有者が第三者から不当な要求を受けるおそれがあるため、条例

第８条第４号に該当するものである。

（２）農地台帳の公表に関する規定について

審査請求人は、公表留意事項に照らし合わせて、本件公開請求の情報

は、則第１０４条第１項で定めるものではないと主張している。また、

復元通知情報は農地台帳の記載事項であり、公表すべき事項であると主

張している。

しかし、農地台帳の公表は、農地法第５２条の３の規定により、農地

台帳に記載された事項のうち則第１０４条に規定された事項を除いて公

表するものであり、復元通知情報は、農地法第５２条の２に規定する農

地台帳に記録する事項に含まれていないことから、公表する規定とはな

っていない。

５ 審査会の判断

（１）審議の経過

年 月 日 経 過

平成３０年８月６日 諮問

平成３０年８月７日 概要説明

平成３０年９月１９日 審議

平成３０年１０月２５日 審議

（２）審査会の判断

ア 本件公開請求の情報について
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本件公開請求の情報は、渋川市内の農地で農地法第４条第１項又は

第５条第１項の規定による許可を受けずに農地以外のものに使用し、

違反転用に該当していると実施機関が判断した土地の地番が記載され

た情報である。実施機関は、農地に復元するよう、該当する農地の所

有者に平成２３年１０月３日付けで是正指導の通知を発出した。その

根拠となる起案文書に、該当する１８６筆の土地の地番情報が添付さ

れている。

イ 復元通知情報について

審査請求人が実施機関において、審査請求人が関係している農地の

農地台帳の閲覧を行ったところ、復元通知情報が農地台帳の備考欄に

記載されていた。当審査会が農地台帳を確認したところ、備考欄に農

地復元に関する通知が発出された日付け等が記載されていた。記載さ

れた内容及び備考欄に記載されていることから実施機関内部のメモ書

きであり、事務を補完する性質のものと判断した。

ウ 非公開処分の根拠となる条例の定めについて

条例第８条は、情報の公開をしないことができる情報（以下「非公

開情報」という。）を定めており、同条各号に掲げる情報のいずれか

に該当する情報が記録されている場合は、当該情報を公開しないこと

ができる旨規定している。

同条第２号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に

関する情報を除く。）であって、特定の個人が識別され、又は他の情

報と照合することにより識別され得るもの」を非公開情報と規定して

いる。なお、同号ただし書は、個人に関する情報であっても公開すべ

き例外を規定している。

「他の情報と照合することにより識別され得るもの」における「他

の情報」とは、公知の情報など一般人が通常入手し得る情報も含まれ

ると解される。土地登記情報は、不動産登記法第１１９条により誰で

も取得できる情報であることから、他の情報に含まれると認められる。

条例第８条第４号は、「公開することにより、人の生命、健康、生

活又は財産の保護、犯罪の予防その他の公共の安全と秩序の維持に支
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障が生じるおそれのある情報」を非公開情報として規定している。

エ 非公開情報該当性について

（ア）実施機関において、本件公開請求の情報については、条例第８条

第４号の「犯罪の予防に支障が生じるおそれ」があるため非公開情

報であると説明している。「犯罪の予防に支障が生じるおそれのあ

る情報」とは、公開することにより、犯罪等を防止するための行為

が、その目的を達成できなくなる情報や、犯罪を誘発し、又は犯罪

が容易となる情報と考えられる。

弁明書において、実施機関は「法務局の土地登記情報から所有者

を特定することが可能であり、罰則を適用されていないことをもっ

て当該農地所有者が第三者から不当な要求を受けるおそれがある。」

とのみ説明している。おそれとは、将来にわたる漠然とした懸念で

あり、「いつ、どこで、だれが、どのように、なぜ」という個別具

体的な例示はできなくとも、一定程度の具体性をもって説明されな

ければならない。

この点において、当審査会は、実施機関が主張する条例第８条第

４号への該当性を否定するものではないが、説明不足又は論理の飛

躍があると認める。

（イ）本件公開請求の情報は、違反転用がされている農地の地番が記載

された情報であり、土地登記情報と照合することにより、当該農地

の所有者の氏名や住所等を特定することが可能である。すると、違

反転用された農地の所有者を容易に特定することができる情報であ

るといえる。

したがって、本件公開請求の情報は、条例第８条第２号本文に該

当し、かつ、その内容及び性質から同号ただし書アからエまでのい

ずれにも該当しない。

以上のことから、本件公開請求の情報は、条例第８条第４号に該当

することは更なる説明を要するが、同条第２号に該当することが明ら

かなため、非公開とすることが妥当である。

オ 公表留意事項の規定について
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公表留意事項は、農地法第５２条の３の規定に基づく公表について、

次のように述べているものである。

「本規定に基づく公表は、公表することが適当でないものとして則

第１０４条第１項で定めるものを除き、各市町村で定めている個人情

報保護条例等の規定に係わらず、必ず行わなければならないものであ

ること。」

この公表は、農地台帳に記録された事項を公表するものとされ、農

地台帳に記録すべき事項は、農地法第５２条の２及び則第１０１条第

１号から第７号までに列記されている。しかし、復元通知情報は、こ

れらの項目のいずれにも該当しない。

実施機関が法令に定めのない復元通知情報を農地台帳に記録した理

由は、実施機関が事務執行上必要な事項と判断したことによると推測

される。すると、農地台帳に記録された復元通知情報は、則第１０１

条第８号に規定する「その他必要な事項」に該当するものと解される。

しかし、同号の「その他必要な事項」は、則第１０４条第１項第２

号により、公表することが適当でない事項とされている。

したがって、復元通知情報は、農地法の規定による公表の対象とは

ならないので、条例の規定に照らして公開の可否を判断すべきもので

ある。

カ 付言

（ア）原処分の通知について

実施機関が行った原処分の通知の内容を精査するに、原処分の理

由が「条例第８条第４号に該当」との記述しかなく、具体的でない

ことは否めず、審査請求人に対して説明不足であると言わざるを得

ない。実施機関に対する今後の情報公開請求への対応に改善を求め

る。

（イ）審査請求人のその他の主張について

審査請求人はその他種々主張するが、本件の結論に至る判断を左

右するものではない。

なお、同じく当審査会の判断を左右するものではないが、審査請
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求人が主張する内容に、平成２３年になって農地の復元に関する通

知が発出されることになった経緯及び理由を知りたい旨の内容があ

った。条例第２３条に基づき今後の情報公開の総合的な推進を図る

観点から、その経緯及び理由を実施機関が行う裁決で明らかにする

ことが望ましいと考える。

キ 結論

以上のことから、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。

（答申に関与した委員の氏名）

狩野 要一、黒川 美登枝、清水 敏晶、永井 政之、廣瀬 淳


